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-------------------------------------------------------------------------------------- 

今年度の「是正指導・勧告」の 

ポイントは？ 

 

◆前年度の申告事案の概要（東京都） 

平成 25年における東京労働局管内の労働基

準監督署に対する申告（違反事実の通告）事案

の概要が公表されました。 

〔申告事案件数〕 

申告受理件数は、過去 10 年で最少の 5,051

件まで減少（対前年比：▲592 件、▲10.5％）しま

したが、依然として労働基準法に定める最低労

働基準の確保に問題が多く認められます。  

〔申告内容〕 

賃金不払と解雇が全体の多くを占め、賃金不

払が 4,210 件（同：▲533 件、▲11.2％）、解雇が

830 件（同：▲93 件、▲10.1％）でした。 

〔業種別件数〕 

上位から、「商業」（1,232件）、「接客・娯楽業」

（1,031 件）、「その他の事業」（938 件）でした。 

東京労働局では、今後の対応として、申告事

案については、労働基準法等に違反するとして

労働者が労働基準監督署に救済を求めている

ものであることから、引き続き申告・相談者が置

かれた状況に配慮のうえ、迅速・的確に処理を

行うとしています。 

 

◆是正指導・勧告のポイントは？ 

このような状況を受け、東京労働局の平成 26

年度行政運営方針では、賃金不払や解雇等の

申告事案について、優先的に監督指導等を実

施するとしています。 

また、労働条件の確保として、有期契約労働

については労働契約締結時の「期間の定めのあ

る労働契約を更新する場合の基準に関する事

項」の明示、「有期労働契約の締結、更新及び

雇止めに関する基準」に基づく雇止めの予告等

について厳しくチェックを行うようです。 

また、労働者派遣法の改正に伴い、派遣元・

派遣先・職業紹介事業者等に対し、厳正な指導

監督を実施するとしています。内容は「日雇派遣

の原則禁止」や「マージン率等の情報提供の義

務化」、「関係派遣先への派遣割合制限」等が

中心のようです。 

自社の対応状況について、改めて確認をして

おきましょう。 

 

 

中小企業における 

「賃金」と「雇用」の状況は？ 

 

◆中小企業のほうが賃金改善に前向き？ 

帝国データバンクが発表した「2014 年度の賃

金動向に関する企業の意識調査」の結果による

と、賃金改善を見込んでいる企業の割合は

46.4％（前年度比 7.1 ポイント増）で、2006 年の

調査開始以降、最高の見通しとなったそうです。 

賃金改善が「ある（見込みを含む）」と回答した

割合は、意外にも大企業よりも中小企業のほう

が高く、47.6％でした。 

改善内容については、 「ベースアップ 」

（34.0％）、「賞与（一時金）」（27.8％）が上位を占

めましたが、こちらも中小企業のほうが割合は高
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く、「ベースアップ」（35.5％）、「賞与（一時金）」

（28.2％）となりました。 

 

◆３社に１社は給与水準アップ 

また、日本政策金融公庫総合研究所が行っ

た「全国中小企業動向調査」の結果では、正社

員の給与水準（2013年12月時点）を前年同月と

比較し、「ほとんど変わらない」と回答した企業の

割合が 64.2％で最も多かったのですが、「上昇し

た」と答えた企業の割合も 34.1％ありました。 

賞与についても、「ほとんど変わらない」と回答

した企業の割合が 56.0％で最も高かったのです

が、「増加」と答えた企業も 29.3％ありました。 

賃金総額（2013 年 12 月時点）の前年同月比

は、「増加」と答えた企業の割合が 46.0％、「ほと

んど変わらない」が 43.8％でした。 

 

◆約３割の企業で正社員が増加 

次に、従業員数（2013年 12月時点）の前年同

月比は、正社員では「変わらない」と答えた企業

の割合が 51.4％、「増加」と答えた企業の割合は

31.5％でした。 

正社員が増加した理由を見ると、「将来の人

手不足に備えるため」が 47.3％でトップ、「受注・

販売が増加したため」（36.3％）、「受注・販売が

今後増加する見通しのため」（28.9％）が続きま

した。 

一方、正社員が減少した理由については、

「退職者・転職者があったが人員補充できなかっ

たため」が 64.6％でトップ、「受注・販売が減少し

たため」（17.2％）、「もともと人員が過剰だったた

め」（9.9％）が続いています。 

 

 

改正安衛法案に盛り込まれている「ストレ

スチェック」実施による企業への影響 

 

◆改正法案の内容 

今国会で成立する見込みの「改正労働安全

衛生法案」ですが、その主な内容は次の通りと

なっています。 

（１）化学物質管理のあり方の見直し 

（２）ストレスチェック制度の創設 

（３）受動喫煙防止対策の推進 

（４）重大な労働災害を繰り返す企業への対応 

（５）外国に立地する検査機関等への対応 

 

◆「ストレスチェック制度」の概要 

上記（１）～（５）のうち、最も注目されている項

目は（２）の「ストレスチェック制度の創設」ですが、

その内容は次の通りです。 

・労働者の心理的な負担の程度を把握するため

の、医師・保健師等によるストレスチェックの

実施（希望者のみ）を事業者に義務付ける。

ただし、従業員 50 人未満の事業場について

は当分の間努力義務とする。 

・ストレスチェックを実施した場合には、事業者は、

検査結果を通知された労働者の希望に応じ

て医師による面接指導を実施し、その結果、

医師の意見を聴いたうえで、必要な場合には、

作業の転換、労働時間の短縮その他の適切

な就業上の措置を講じなければならないこと

とする。 

 

◆改正法案成立に伴う企業への影響 

改正法案が成立した場合、企業にはどのよう

な影響があるのでしょうか？ 

まず、ストレスチェックは健康診断の際に行わ

れることが想定されるため、健診項目が増えるこ

とにより健診にかかる費用がアップする（企業の

負担が増える）ことが考えられます。 

また、今まで潜在化していた従業員の精神疾

患（うつ病など）がストレスチェックの実施を契機

に顕在化することも考えられますので、これらの

従業員への対応（労働時間の短縮、担当業務

の見直し、休職制度の適用、労災申請への対応

等）が迫られる可能性もあります。 

いずれにしても、施行日（ストレスチェック制度

の創設については「公布から１年６カ月」）に向け、

対応を検討しておくことが必要だと言えるでしょ

う。 

 

 

「非正規社員の正社員化」の動きと 

「限定正社員」 
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◆小売、流通、外食を中心に増加 

先日、衣料専門チェーン「ユニクロ」を運営す

る株式会社ファーストリテイリングが、現在約３

万人いるパート社員・アルバイト社員のうち、半

数以上の約１万 6,000 人を今後２～３年かけて

正社員に登用していくことを発表したとの報道が

ありました。 

同社以外にも、流通業や外食産業などにおい

て、大手企業を中心に「正社員化」の動きが広

がっているようです。 

 

◆「正社員化」のねらい 

この「正社員化」の広がりの背景には、以下の

ような企業の思惑があるようです。 

・「経験豊富な非正規社員のノウハウを活用した

い」 

・「待遇改善によって優秀な人材を定着させた

い」 

・「景気回復の影響による人材不足状態を解消

したい」 

・「社員のやる気をアップさせて業務の質を高め

たい」 

 

◆「限定正社員」の活用 

なお、ファーストリテイリングでは、勤務地限定

（店舗限定）で働くことができ、雇用期間に定め

のない「限定正社員」の仕組みを取り入れるとの

ことです。 

この「限定正社員」は、正社員と非正規社員

の中間に位置する雇用形態であり、勤務地の限

定のほか、職種・職種や労働時間などを限定す

るものもあり、最近では「多様な正社員」や「ジョ

ブ型正社員」などとも呼ばれています。 

現在、「限定正社員」の仕組みを積極的に取

り入れていこうとする政府・厚生労働省の動きが

ありますが、何らかの「限定」があることにより、

通常の正社員よりも待遇（賃金水準）が低く設定

されることが一般的です。 

 

◆「限定正社員」に対する懸念 

限定正社員には、育児や介護が必要なため

「自宅の近くでしか働けない」「長時間は働けな

い」等、正社員として働くことに何らかの制約の

ある人に対して「正社員」の道を開くメリットがあ

るとされています。 

しかし、「賃金を低く抑えるための口実として

使われる」「通常の正社員よりも解雇されやすい」

などといった懸念の声も挙がっています。 

 

 

４月以降の労働・社会保険事務で 

留意すべき改正点 
 

◆労働保険関係 

育児休業給付の支給率（休業前の賃金に対

する給付割合）が、休業開始後６カ月の間は、

50％から 67％に引き上げられます。 

また、教育訓練給付金が拡充され、厚生労働

省の指定講座を受ける場合の支給額が受講費

用の２割から４割に引き上げられ、資格取得等

のうえで就職に結びついた場合はさらに受講費

用の２割を追加支給します。 

また、再就職後６カ月以上職場に定着するこ

とを条件に、離職前の賃金よりも再就職後の賃

金が下がった場合には、再就職手当の他に就

業促進定着手当（上限あり）が支給されます。 

この他、特定理由離職者等の失業等給付の

給付日数に関する暫定措置が、３年間延長され

ました。 

 

◆年金保険・企業年金関係 

2014 年度の国民年金保険料は 15,250 円で

す。 

また、2014 年度の年金額は、0.7％引き下げ

られて 64,400 円となり、４月分の年金が支給さ

れる６月から変わります。 

さらに、４月１日以降に妻が死亡した父子家

庭にも遺族基礎年金が支給されることとなった

他、産休期間中の保険料免除制度が４月からス

タートし、この対象となるのは４月 30日以後に産

休が終了する被保険者です。 

この他、厚生年金基金制度の原則 10 年後廃

止を定めた、いわゆる「厚生年金基金見直し法」

が４月１日より施行されています。 

 

◆医療保険関係 
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３月末までに 70 歳に達している方を除いて、

70～74 歳の方の医療費の窓口負担が本来の２

割負担となりますが、高額療養費の自己負担限

度額については据え置かれることとなります。 

また、後期高齢者医療の保険料率が改定さ

れ、2014 年度から 2015 年度の保険料額は全

国平均で月額 5,668 円（見込）となります。 

 

◆介護保険関係 

第２号被保険者が負担する介護保険料が月

額平均 5,273 円（見込）となりますが、実際の保

険料額は被保険者の加入する健康保険の種類

によって異なります。 

 

 

ハローワークの求人票に苦情多数！ 

厚労省が対策強化 
 

◆7,000 件以上の苦情 

ハローワーク（公共職業安定所）で公開してい

る求人票の記載内容が、実際の労働条件とか

け離れているという苦情が多いようです。 

いわゆる「ブラック企業」が社会問題となって

いる昨今、求人票との食い違いがブラック企業

への入り口になっているとの指摘を受け、厚生

労働省が平成 24 年度に全国のハローワークに

寄せられた申出について調査したところ、求人票

の記載内容と実際の労働条件が異なるといった

申出が 7,783 件に上ったそうです。 

 

◆どんな苦情が多かったか？ 

求人票の記載内容に関する求職者からの申

出・苦情等の具体的な内訳を見てみると、「賃金

に関すること」（2,031 件）、「就業時間に関する

こと」（1,405 件）、「選考方法・応募書類に関す

ること」（1,030 件）が上位を占めました。 

その他にも、「雇用形態」「休日」「社会保険・

労働保険」に関することなどについての苦情も多

かったようです。 

 

◆厚労省が相談を呼びかけている事例 

厚生労働省では、ハローワークで公開してい

る求人票の記載内容が実際の労働条件と大きく

違っていた場合には、「ハローワーク求人ホット

ライン」で相談を受け、事実確認のうえ、会社に

対し是正指導を行っていくとのことです。 

具体的に同省が相談を呼びかけている事例と

しては、「面接に行ったら求人票より低い賃金を

提示された」、「採用の直前に求人票にはなかっ

た勤務地を提示された」、「『あり』となっていた雇

用保険、社会保険に加入していない」などが挙

げられています。 

 

◆記載内容をめぐる具体的な対策 

これらの状況を踏まえ、今後は以下の対策を

行い、求人票の記載内容の正確な把握に努め、

求職者の期待と信頼に応えられる職業紹介・就

職支援を行っていくそうです。 

（１）ハローワーク求人ホットライン（求職者・就業

者専用）の開設 

（２）ホットラインへの申出について事実確認と必

要な指導などを徹底 

（３）申出の集計・分析を行い、未然防止策の検

討・実施に活用 

 

 

大学生・大学院生が「働きたい組織」 

の特徴は？ 

 

◆アンケート調査の結果から 

株式会社リクルートキャリア：就職みらい研究

所から、「働きたい組織の特徴」に関するアン

ケート調査の結果が公表されました。このアン

ケートは、2015 年３月卒業予定の大学・大学院

生（34万 7,992人）を対象に行われました（回収

数 9,363 人）。 

大学生（全体）の働きたい組織の特徴は、「コ

ミュニケーションが密で、一体感を求められる」

「仕事と私生活のバランスを自分でコントロール

できる」「ウェットな人間関係で、プライベートも仲

が良い」「安定し、確実な事業成長を目指してい

る」「周囲に優秀な人材が多く、刺激を受けられ

る」などの回答が多くを占めたとのことです。 

 

◆属性別の特徴  

 属性別の特徴は次の通りです。 
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・大学生（男性・文系）⇒「全国や世界など、幅広

い地域で働く」「評価の良し悪しによって給与

が大きく変化する」などの価値観が特徴。 

・大学生（男性・理系）⇒「これまでの経験（学業

など）を活かして成長できる」「経営者主導で

事業運営が行われている」などの価値観が特

徴。 

・大学生（女性・文系）⇒「評価の良し悪しによっ

て給与があまり変化せず、安定的な収入が得

られる」「これまでの経験（学業など）とは無関

係に、ゼロから学べる」などの価値観が特徴。 

・大学生（女性・理系）⇒「これまでの経験（学業

など）を活かして成長できる」「評価の良し悪し

によって給与があまり変化せず、安定的な収

入が得られる」などの価値観が特徴。 

・大学院生（全体）⇒「これまでの経験（学業など）

を活かして成長できる」「企業固有の技術や商

品、ブランド、ノウハウなどが強みとなっている」

「歴史や伝統がある企業である」「全国や世界

など、幅広い地域で働く」などの価値観が特

徴。 

 

◆今年の新入社員は“自動ブレーキ装置”タイプ 

日本生産性本部から発表された平成 26 年度

の「新入社員の特徴」は、「頭の回転は速いもの

の、困難な壁はぶつかる前に未然に回避する傾

向がある」とし、“自動ブレーキ装置”タイプと命

名されました。 

何事も安全運転の傾向があり、人を傷つけな

い安心感はあるが、どこか馬力不足との声もあ

るようですが、安心感と刺激が得られる環境の

中でこそ力を発揮できるのは、どんな時代にも共

通していることなのかもしれません。 

 

 

5 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

12 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前

月以降に一括有期事業を開始している場合

＞［労働基準監督署］ 

   

6 月 2 日 

○ 軽自動車税の納付［市区町村］ 

○ 自動車税の納付［都道府県］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出

［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険

者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日

＞［公共職業安定所］ 

 

 

当事務所よりひと言 

 

 本編でも少し触れましたが、本年４月から

従前からの「育児休業期間の保険料免除」に

加えて、「産前産後休業期間の保険料免除」

制度が開始されました。 

 この制度の開始によって、本年４月３０日

以降に産前産後休業が終了となる方は、４月

分以降の社会保険料（厚生年金保険料・健康

保険料）が免除されます。育児休業者と同様

に「産前産後休業取得者申出書」を、事業所

の所轄年金事務所に提出する必要がありま

すので、産前産後休業を取得する女性従業員

の方がいらっしゃる場合は、申出手続をおこ

なって下さい。 

 なお保険料の免除を受けても、免除期間の

標準報酬月額は変更になりませんので、将来

の年金受給において、被保険者の方に年金額

が減じるなどの制度上の不利益はありませ

ん。           （髙野 裕之） 

 

 


